











































































3.　結 果 の 概 要
⑴学習指導要領における新聞の取り扱い
①　戦後の学習指導要領における新聞の取扱い
　表１は、昭和33（1958）年の第１回学習指導要領全面改定から平成29（2017）年までの各学習
指導要領において新聞に関する記述についてまとめたものである。
　戦後、新聞の活用が国の教育内容計画に一貫して盛り込まれてきたこと、教科としては国語と
社会に記述が認められること、平成29年改定に伴い初めて総則に記述されたことなどが注目され
る。
②　改定新学習指導要領における新聞の取り扱い
　平成29年改定小学校学習指導要領において、総則に新聞活用が記述されたことは、新聞活用が
一部の教科・領域だけでなく学校の教育計画の全体において実施されるべきことを意味している。
　改定小学校学習指導要領に規定される新聞に関する事項を、次のように〔教師は〕〔児童は〕
という主語を加筆して読んでみると、何が誰に求められているかということを具体的に理解でき
る。
　新学習指導要領（平成29年告示）における「新聞」の表記は、「中学校学習指導要領」「高等学
校学習指導要領」にも同様に規定されている。（15箇所：小⑥中③高⑥）ここでは紙面の都合で、
それらについての言及を省略する。
表１　小学校学習指導要領における「新聞」の取扱いの推移
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⑵　新聞活用の難しさ
　新聞の教育に活用することの難しさについて、次の観点から整理してみた。
①「生の情報源」である新聞が内包する課題
　新聞は、国や企業等の意向を反映することなく世の中で起こった事象をそのまま速く正確に伝
えるという意味において「社会を映す鏡」である。ところが、学校の教育内容は、国家基準とし
ての学習指導要領・教科書によって厳しく管理されている。そこで、教育の政治的・宗教的中立
性の保持をどのようにして実現するのかという課題を常に背負っている。そのことが、NIEへの
取り組みを敬遠する一因となりうる。
②NIEを指導する側（教師）の課題
　現在の教員養成課程では新聞活用に関する講義科目の設定が必修となっていない。そういう科
目すら設定されていない現状から判断して、各学校の教師がその期待に応えることができるかど
うかはきわめて疑わしい。
　また各学校の教育課程への位置づけをどのようにするのか、新聞活用の指導者および指導時間
の確保はどうするのかなど、NIEを巡る指導する側の知識・技術・経験の欠落もしくは不足は否
定できない。
③NIEを実践する側（児童・生徒）の課題
　学習者の側には、認知・認識様式が文字情報（識字）から画像情報（イメージ）へとシフトし
ている現象がある。
　たとえば、教師をめざす学生の新聞購読の状況について調べてみると（全国調査はない）、全
体で「まったく読まない。」が50.8％を占める。過半数がまったく新聞を読まないという予想通
りの結果であった。*3
　学習する側、つまり児童・生徒・学生は日常的に新聞を読むという意識も経験もきわめて乏し
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いのが現状である。
　こうした現実を踏まえた上で、自作の新聞記事切り抜きデータベースの活用を通して、次の２
点に気がついた。
　①NIEを推進するキーワードは地域、体験学習、投書などである。
　②それらは教科書の記載事項として必ずしも十分取り扱われていない。
　そこで、この「新聞記事切り抜きデータベース」をフルに活用して、学校教育で新聞を活用で
きる可能性とそれを実現するための資料提示を試みた。そこから、学校での新聞利用の具体的な
取り組みを構想することができるであろう。
⑶　学校教育で新聞を活用する手立て
　「新聞記事データベース」の記事検索に基づく活用プランの事例を２つの観点から活用プラン
を提示する。
　①‌任意の単元または学習内容について、学習指導要領（及び学習指導要領解説）の根拠を示す
こと。
　②任意の単元または学習内容について、活用できると判断される新聞記事を紹介すること。
　新聞記事の活用は、各科目、特別の教科道徳、総合的な学習の時間、特別活動などいずれの教
科・領域でも実践できる全教科対応可能なことを実証することがポイントである。以下、それら
の具体例を紹介する。
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ESDに関する記事
　小学校学習指導要領・同解説のいずれにも「ESD」という語句は見当たらない。但し、小学校
学習指導要領総則、社会、理科、道徳などの各解説では、「持続可能な」という表記のもとに合
計24 ヵ所で関連する事項について記述されている。ESDという語句そのものは使用していない
が、今後の教育の方向性・在り方として、「持続可能な社会の発展のための教育」は十分認識さ
れているものと理解できる。
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4.　考　　　　　察
⑴　具体的な手立てについての検討
　各学校で教育に新聞を利用する方法・条件として、次の２つの方法が考えられる。
Ａ．新聞社等が学校向けに比較的安い費用で提供する「新聞記事データベース」を利用する方
法。
Ｂ．各学校で児童・生徒の学級活動又は部活動として、「新聞記事切り抜きテータベース」を
構築する方法。
　Ａの方法のメリットは、民間の既成テータベースを利用するので記事を利用することのみに専
念できることである。但し、毎年、テータベース利用にかかわる費用負担の予算措置をする必要
がある。
　Ｂの場合、児童・生徒が切り抜いた記事の掲載年月日・みだし・地域名などを学校のパソコン
にインストールされているテータベースファイルに登録するのでテータベース構築という負担感
は避けられない。そのかわり、この方法では、記事を１点ずつ実際に読んで取捨選択するという
作業を通して児童・生徒が情報処理・情報活用能力を高めていくことが期待できる。
　この方法を数年間続けてみると、いつの間にか身近な地域に関するデータベースとして価値あ
る情報源に「変身」していることに気がつく。
⑵　全科目・領域での新聞活用が実現できる
　３⑶で、具体的な単元とそれに関する新聞記事のリストを小学校の全教科・領域について紹介
してきた。新聞切り抜きデータベースを使ったNIEのメリットは地域密着型の授業展開が期待で
きることである。今回は各教科等の指導案を提示していないが、地域の事物・人物・機関・制度
･歴史などについての学習は、教科書だけでは対応できない。教科書に掲載されることのない身
近な地域に関する情報提供ができる安価なメディアは、新聞以外にないであろう。
　実際の授業では、それらの記事の資料的価値の吟味や指導計画のどこに何を位置づけるのかな
ど教師の側に相当な創意工夫が求められる。
　教育内容として、教育の政治的・宗教的中立性の保持をどのようにして担保するかという課題、
教育内容・方法としての学問的確立などいくつかの課題が残っているとしても、NIEと学習単元
との関係、地域学習としての取り組みは、過去において指摘されてきた多くの学習指導の原理
（自発性の原理・活動の原理・興味の原理・社会化の原理など）を包含するものである。
　本研究で提示したICTを活用してNIEを実践することでESDを実現するというモデル的･具体
的な取り組みから、教育方法としてのNIEの可能性と有効性とは十分確実なものと言えよう。
⑶　知る楽しさ・おもしろさを感得させる
　多様なメディアの使用だけにとどまらず、子どもたちに知る楽しさ・おもしろさを十分に感得
させることが「主体的、対話的で深い学び」の実現に向けて何より重要である。教室で授業中に
関連するウェブ画面を見せること、プレゼンテーションソフトを使用すること、電子テキスト・
電子教科書を使ってみることなどさまざまなメディアを使用するだけで、はたして「スマホ汚
染」にすっかり浸かっている子ども達にインパクトのある刺激を与えられるであろうか。
　自発性の原理・活動の原理・興味の原理に基づくNIE学習によって、修得した身近な出来事や
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地域に関することがらは、児童・生徒に知る楽しさ・おも
しろさに気付かせる。それは知識の増大につながる。知識
が増えれば、どれが新しいとかどちらが正しいとか知識を
検討することが始まる。つまり思考力（考える力や意識）
が高まってくる。さらに、知識を関係付けたり比較したり
するなどして想像力・創造力が生まれてくる。そうすると
調べたことを文章にして公表するなど、表現することへの
意欲が高まってくるだろう。
　子どもは、日常生活の中で接する新聞記事を通して知る
ことの「楽しさ・おもしろさ」➡「知識の増大」➡「思考
力」➡「想像力・創造力」➡「表現力」➡「楽しさ・おも
しろさ」という学びのサイクルを形成する。
　新聞記事を切り抜いて台紙に貼り付けること、その記事内容をパソコンのデータベースに登録
すること、これらは、基礎的な情報活用能力である。クラスで、学年で目的意識を共有し、その
作業に協同、協働することは、児童･生徒の「主体的、対話的で深い学び」の実現につながるこ
とを期待できる。
5.　結　　　　　語
　科学技術の高度な発達と急速で広範囲な拡散とが人間存在にとって重要な関わりを持つ時代に
なった。学校教育は、21世紀の半ばを生きる子どもたちの教育に対応しなければならない。
　もはや教育の歴史・理論・内容・方法などという狭隘な専門分化に縛られることを避け、さま
ざまな要素･事象・課題などを関係づけ・関連付けることを通して新しい可能性を追究すること
が求められている。今日的な言葉を使って表現すれば、ハイブリッド思考である。
　本研究では、「教員養成の高度化」をめざして、児童・生徒の興味の原理に基づく地域／体験
／投書を中心とした新聞記事の選択と活用を具体化するために、活動・経験の原理に依拠したパ
ソコンへの登録作業を通じて新聞記事データベースを作成し、社会性の原理に直結するESDを
目指すという「主体的で、対話的で深い学び」のサイクルモデルを提示した。
6.　注
*1.http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo7/shiryo/07081503/003.htm（2018.9.10参照）
*2.https://ja.wikipedia.org/wiki/持続可能な開発のための教育（2018.9.15参照）
*3.中島正明「教材としての新聞活用に関する考察」『児童教育研究』27
　‌2018.3　pp.71-78.
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